接続料規則に対する米国政府のコメント

平成12年9月27日

（仮訳）

米国政府は接続料金を算出する郵政省令案に対しコメントでき、光栄に思います。平成12年7月の規制緩和と競争政策の強化されたイニシアティブに関する第三回共同報告書で決められた料金引下げを郵政省が完全に実施されることを期待いたします。この報告書には以下のように述べられています：

· 郵政省はその省令を改正し、ケースA（1998年度に比べ、GC接続において22.5％、ZC接続において60.1％の引下げ）に基づく接続料金の引下げを三年間かけて行う。これに関し、1999年度のトラヒック・データを使用し、ZC交換及びGC-ZC伝送について80％、GC交換及びその他の機能について７０％の前倒し引き下げを行うというNTT東西の計画を郵政省は歓迎する。これらの計画に基づき、1998年度の料金と比較し、2001年度までにはGC接続料金は約２０％、ZC接続料金は2001年度までに約50％引き下げられる予定。

· 2000年度の接続料金は2000年4月1日までさかのぼり適用するというNTT東西の計画を郵政省は歓迎する。

省令に暗に述べられているような、NTT東西が1999年度のトラヒック・データを使用する必要がなく、2000年4月1日までさかのぼりその料金を適用する必要がないという提案は共同報告書と明らかに合致するものではありません。

省令案を見る限りにおいて、NTT東西の接続料金を改正するという郵政省の計画の中で解決されていない重要な問題は、NTTのISDN契約者へのまたは同契約者からの発信及び着信に現在NTT東西がかけている料金についてです。郵政省は過去12ヶ月におよび、この料金は2000年にはなくなるであろうと繰り返し述べていました。NTTからの圧力により郵政省がその立場を考え直しているように見える現実は非常に残念であります。

米国は郵政省がこの料金を本年なくすことを求めます。郵政省は、ファイバーを家庭まで敷設するような新しい技術の配備にこの料金が必要であるというようないかなる議論も否定すべきです。なぜなら、このことはNTTがその競合者に対しNTTの新しい市場への参入を補助するよう要求する事と同じになってしまうからです。本料金を停止出来ないと、NTTと競争する事業者に否定的な信号を送る事になり、幅広い投資と競争条件を損ない、日本のIT環境を改善しようという総理の呼びかけと合致しなくなるでしょう。

現在、ISDN料金は毎分約0.77円であり、地域交換料金に加えて徴収されているものであります。競争が最もすすんでいる都市部に集中している600万人以上のISDN契約者がいる中で、この高い料金は競合事業者にとり大きな重荷となっています。ISDNが固定線市場における成長分野であるという事実（ISDNの顧客は1998年の425,000人から今日6,500,000人に増加している。）はその料金を維持することの反競争的影響をさらに悪化させていこことになります。

これらの料金がなぜ必要でなぜその料金に正当があるのか米国政府には全く理解できません。郵政省の長期増分費用（LRIC）モデルはアナログとISDN接続の両方のコストを回収する単一地域接続料金を生み出しました。言い換えれば、ISDNコストは本モデルが作り出す地域接続料金に含まれているのです。結果、この地域交換料金は段階的に施行されていくにもかかわらず、ISDNの追加的コストの全てを既に含んでおり、これ以外の料金はコストの二重回収ともとれるのです。

さらに、実際費用方式（ヒストリカル・コスト）に基いてさえ、ISDN料金にどのような正当性があるのか不明確なのです。ISDNの月額料金は全てでないにしてもほとんどのISDNサービスのコストを含んでおり、それゆえ接続料金はコストの二重回収であるともいえるのです。

NTTのデータによると、NTT東西は1999年度末に約6,500,000のISDN顧客を得ています。そのうち、3,900,000人は法人顧客であり、2,600,000人は個人顧客です。ISDN回線のNTT東西月額使用料金は法人ユーザーで3,630円、個人ユーザーで2,830円です。（ISDNユーザーはこれ以外に毎分料金を加算されています。）この月額料金はアナログ・サービスと比較し、それぞれ月1,030円、1,080円の追加であります。

現在の契約によると、NTT東西はISDN契約者から年約820億円を同数のアナログ線から得る月額料金以外に稼いでいるのです。さらにNTT東西はISDN顧客に対し新しい定額インターネット接続サービスを提供すると報告しており、これは一人当たり4，000から8,000円の追加料金となります。

NTTのこれまでの接続会計によると、アナログとISDN回線のコスト間の違いはI－インターフェース・モジュール（ISM）という装置使用に関する機能にかかるコストであります。（これは定額インターネット接続に必要な機能です。）この装置はライン・カードをターミネイトすることを元々目的として設計されていたと思われますが、そのコストはエンド・ユーザーの月額料金からほとんど回収されるものである。このコストは明らかにエンド・ユーザーによるところのものであり、ノン・トラヒック・センシティッブコストなのです。

NTTも郵政省もISM以外にISDNサービス提供に必要な装置を明示していないため、アナログとISDN月額料金（８２０億円）の違いはこの一つの装置にかかるコストの回収であるとするのが論理です。（もしこの820億円が回収されるべき他のコストがあるのであれば、郵政省又はNTTはそれを明確にすべきであり、それによりコスト回収に関するきちんと情報が提供された議論を行う事ができます。）

NTT東西の最近のコスト精算データをみると（http://www.ntt-east.co.jp/info-st/finarep/houkoku/h110703/h3_3_1.html）、この装置に対応すると見られる唯一のカテゴリーは相互デジタル加入者モジュールです。1999年度のデータによると、この装置はNTTが月額料金から完全に回収できるであろうと見られる820億円にのぼる投資額でありました。（NTTはISDN投資のほとんどを終了していると報告しており、ISDN設備にさらなる投資が必要であるとは考えにくい。）

NTTはこの装置に2,900億円の投資をしたと報告しており（NTTの6ヶ年減価償却計画にもよると）、年間の減価償却費用はたった500億円であります。非常に丁寧な保守と全般コストを考慮しても、NTTがその月額料金から回収する年間歳入の８２０億円をなぜ全コストが超過するのかが理解できません。

これまで述べた事は全ての関連情報を反映していない推察に基いています。本件を明確にするために、また日本のWTOへの義務を損なわないコスト･ベースによるISM機能にNTTが理由付けをするために、以下の質問は9月17日付けで郵政省に提出されています。（本コメントを提出する前にこれらの質問への回答を郵政省に求めましたが、拒絶された経緯があります。）しかしながら、これらの質問への回答は本件をコスト･ベースで分析するために非常に重要であり、米国政府は9月17日付けの以下の質問への回答を再度要求いたします。

1． NTT交換機の多くは現在NS-8000モデルであり、単独ISMモジュールを使用していないが、ISDN機能を交換機に統合する形で備えている。これらの交換機においては、その機能が切り離せないため、ISDN着信及び発信にかかる個別料金は正当でない。NTTが1996年にその使用を開始してから、そのような交換機は幾つあるのか？（全体の2割と聞いている。）郵政省はこれらの交換機をどのように接続料金に説明付けていくのか？もし説明付けをしないのなら、接続事業者が実際に機能していないものに料金を請求されることになるため、接続料金がコスト・ベースでなくなるのではないか？

2．

NTTの定額インターネット・アクセスは、ISMを通して契約者をインターネットにリンクさせている。月額4,000円のうち、どれくらいがISMコスト回収費用となっているのか？その他の回収費用コストとは何か？要素毎に分類してご提示して頂きたい。定額インターネットアクセスから派生するISMコスト回収を接続料金からNTTが回収すべきと考えるコストからどのように郵政省は差し引くつもりなのか？郵政省はISMコストの重複回収及びそこからもたらされる反競争的結果をどのように回避するつもりなのか？

3．

NTTがISDN月額料金から回収するネットワーク要素とは何か？標準の月額料金とISDNの月額料金の違いをもたらすネットワーク要素で、ISM回収コスト以外のものはあるのか？もしあるなら、そのコストを要素毎に分類してご提示頂きたい。

4．

去年、ISM料金は料金を設定する際、予測トラヒックを分母として設定された。予測されたトラヒックと比べて実際のトラヒックはどれくらいであったか？来年の予測されるトラヒックはどれくらいか？予測されたトラヒック及び月額ISDNユーザー料金と定額インターネット・アクセス料金から回収されるISMコストを基に、NTTが接続トラヒックに必要とするコスト回収要件はヒストリカル・ベースでどのようなものになるのか？ISDN回線における着信及び発信の増分コストがゼロであるため、コスト・ベースで段階的に実施されるLRIC料金はヒストリカル料金よりも高くなるはずがなく、我々は郵政省ががそのように計算されることを期待している。郵政省はこの料金をどのように計算するのか？またその料金はいつ公表されるのか？

5．

GCの機能を代替するため、コスト・ベースの方法ではISM機能にGCコストを単純に追加することが出来ないはずであるISMを通す相互接続に含まれるコストをいかに理由付けるのか？例えば、アナログGC通話で通常GC交換機が行うアナログ－ デジタル転換をISM相互接続はバイパスする；またISMで使われるライン・カードやMDFは通常GC機能に含まれる同等の機能の代替となる。

